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１.はじめに 

 水道は我々の健康及び快適な生活を維持していく上で必要不可欠な施設であるが、送配水管路、浄水・配水施

設などの基幹的な水道施設の多くが大規模な更新時期を迎えつつある。このような状況から、地震等による水道

施設の被災に伴う断水が我々の健康及び快適な生活に与える重大な影響を防止・軽減するための対策が求められ

ている。水道施設の被災に伴う断水を防止・軽減する方法の 1つとして耐震化が挙げられるが、その効果の大き
い箇所から優先的に進めていく必要がある。また、耐震化の効果を定量的に検証する方法の 1つとして、耐震化
前後において被害件数や被害率（件/km）を予測し、その変化を見ることが挙げられる。このような観点から被
害予測の精緻化は重要な課題である。本研究では、新潟県中越沖地震で発生した上水道管路被害を分析し、主に

山間部の地形の影響をするなど、既往の上水道管路の被害予測式に新たな知見を加えることを目的とする。 
２.既往の被害予測式 

 本研究で参考にするのは、主に表-1に挙げる既往の被害予測式1),2)である。これらは、兵庫県南部地震の水道管

路被害をもとに構築されており、数多くの水道事業体で用いられてきた式である。これらに共通していることは、

管種・口径などの管属性はもちろん、液状化の程度による影響を要因として考慮していることである。液状化の

影響を考慮することは、兵庫県南部地震の被災地のように、埋立地や軟弱地盤が広がる平野部における管路被害

の予測に向いていると考えられる。これに対して本研究では、液状化が起こりにくいと考えられる山間部で発生

した管路被害に着目し、傾斜や地すべりなどの山間部特有の要因についても考察する。鍬田ら3)によると、2004
年新潟県中越地震の管路被害分析の結果、斜面地形の有無が管路被害に寄与しており、また斜面における地盤硬

さも管路被害に影響を与えている可能性のあることが分かっている。そこで、斜面における地盤硬さに関する要

因を含めて分析を行う。 
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考慮する □　Cp：管種による補正係数

要因 　ダクタイル鋳鉄管（A、K、T）、鋳
　ダクタイル鋳鉄管（S、SⅡ）、鋼管
□　Cｄ：口径による補正係数

　Φ75、Φ100～Φ150、Φ200～
　Φ300～Φ450、Φ500～Φ600
□　Cl：液状化の程度による補正

　①埋立地以外
　　　液状化なし（0≦PL≦5）、部
　　　全体的（15＜PL）
　②埋立地
　　　液状化なし（0≦PL≦5）、部
　　　全体的（15＜PL）
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３.分析方法 

本研究では、被害率（件/km）を矩形メ
斜面における地盤硬さや傾斜に関する要因

を参考にして、対数場での数量化理論Ⅰ類
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表-1 既往の被害予測式
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□　Cp：管種に関する補正係数

鉄管、硬質塩化ビニル管 　ダクタイル鋳鉄管、鋳鉄管、硬質塩化ビニル管

□　Cｄ：管径に関する補正係数

Φ250、 　Φ75、Φ100～Φ150、Φ200～Φ450、Φ500～Φ800

係数 □　Cｇ：地形・地盤に関する補正係数

　改変山地、改変丘陵地、谷・旧水部、沖積平地、良質地盤
分的（5＜PL≦15）

□　Cl：液状化に関する補正係数

　液状化なし、液状化程度 中、液状化程度 大
分的（5＜PL≦15）

□ α：地震動の最大加速度（cm/ｓ2）
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ッシュ（250mメッシュ）ごとに集計し、口径・管種・継手の管属性や
などとの関係を統計分析する。分析にあたっては、表-1の既往の研究
を用いた多変量解析によって、各種要因の被害率への影響を定量化す
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る。また、地震動の最大速度と管路被害率との相関が良いので、まず、新潟県中越沖地震における最大速度分布

を、司・翠川の距離減衰式4)で求められる硬質地盤（Vｓ＝600m/s）の最大速度に地盤増幅率を乗ずることによっ
て求めた。なお、地盤増幅率は松岡らの手法5),6)によって求められるAVS30（地下 30mまでの平均S波速度）と、
藤本・翠川のAVS30と地表面最大速度の増幅度の関係式7)を用いて求めている。1kmメッシュごとに推定した最
大速度分布と観測点における最大速度の観測値（3 成分合成）8)を図-1 に示す。また、各観測点における最大速
度の観測値を横軸、推定値を縦軸にそれぞれ対数軸でプロットしたものを図-2に示す。概ね観測値と推定値の比
が 0.5～2.0の間にあるので、この手法で最大速度を推定することにする。 
紙面の制約から、管路被害分析の詳細については発表時に譲る。 
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図-1 新潟県中越沖地震における最大速度の推定分布 
図-2 推定値と観測値の比較 
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